




要約:1986 年 1 月から 1989 年 12 月に出生し、名市大またはその他の施設で管理された極

小未熟児の中から、瘢痕期未熟児網膜症による厚生省分類 2度強度以上の重度視覚障害を

持つ 13 名に、アンケート調査を行った。回答が回収できたのは、7名であった。アンケー

トは、児の具体的な生活状況について保護者に質問する形式をとった。回答で分かったこ

とは、視覚障害があっても健常児と同様に扱いたいとという保護者の希望が生活の基礎に

なっていること、さらに、疾患そのもの、および児の視覚障害の程度について、十分に把

握できていないことに対して、保護者の不安が強いことである。後者については、眼科医

が対処しなければならない問題である。疾患の十分な説明はもちろんのこと、特に定期検

査を徹底化し、児の視覚発達の状況を早期に保護者に知らせることが重要と考える。 


